
第１号様式（第６条関係）【継続２年目事業・継続３年目事業用】
年　　月　　日

公益財団法人東京観光財団　理事長　　殿【申請時にこのメモは削除してください】
申請者の印鑑証明印で押印してください。


所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
団体名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者　　　　　　　　　　　　　　　　印　　

ナイトタイム等（夜間・早朝）における観光促進助成金交付申請書

　標記の助成金に係る事業を下記のとおり行うので、ナイトタイム等（夜間・早朝）における観光促進助成金交付要綱第６条の規定により、助成金の交付を申請する。【申請時にこのメモは削除してください】
原則、前年度と同じ事業名（交付決定を受けた事業名）としてください。
前年度と異なる事業名を使用する場合は、その下の欄に、前年度の事業名（交付決定を受けた事業名）を記入してください。


記
１　事業名及び区分
	事業名
	


	前年度事業名
	【上記事業名が前年度から変更されている場合のみ記入】


	新規／継続区分
（該当に☑）
	□ 継続２年目事業（前年度に新規１年目事業として交付決定を受けた事業）
□ 継続３年目事業（前年度に継続２年目事業として交付決定を受けた事業）
※新規１年目事業の場合は別様式を使用すること

	事業区分
（該当に☑）
	□ Ａ　夜間・早朝イベントの実施（一定期間において定期的に実施するもの）
□ Ｂ　地域の夜間・早朝の観光振興に向けた取組の実施
□ Ｃ　夜間・早朝ツアーの造成



２　事業実施期間
　　助成金の交付決定の日　から　令和　　年　　月末　まで
　　

３　助成金交付申請額
　　　　　　　　　　　　円

４　添付書類【申請時にこのメモは削除してください】
事業費経費別明細の【助成金交付申請額】欄と同じ金額を記入してください。（千円未満切り捨て）

　(1) 事業計画書（別紙）
　(2) 企画書（任意様式）
　(3) その他必要な書類

５　本申請についての連絡先等
	担当部署(担当者)
	

	電話番号
	

	メールアドレス
	




別紙（第６条関係）【申請時にこのメモは削除してください】
前頁と同じ事業名（今回の事業名）を転記してください。

　事業計画書【継続２年目事業・継続３年目事業用】
	事業名
	


	１　事業の目的、前年度事業の総括、今回事業の概要
■事業の目的（地域課題も踏まえた事業の必要性も記入すること）





■前年度事業の成果・反省点





■今回事業の概要（前年度の課題や反省点をどのように活かすかについても記入すること）






	２　実施内容・スケジュール
■具体的な内容・スケジュール（発注から経費の支払までの一連のスケジュールを記入すること）





■イベント関連の補足情報（イベント実施の場合は記入すること）
	イベント開催日
※イベント開催日とは、旅行者に対して、人的な役務の提供を伴うプログラムを実施する日を指す。
	時期・日程
	


※具体的な日程が未定の場合、時期（開催月など）と開催頻度の想定を記入

	
	合計日数
	　日

	イベントの目標来場者数
	

	実施時間帯
	【開始】　　：　　　～　【終了】　　：　　　

	実施会場
	

	参加ターゲット層
	




■ツアー関連の補足情報（ツアー造成の場合は記入すること）
	モニターツアーの実施日程
	

	モニターツアーの目標参加人数
	１回の実施あたり　　　人程度

	実施時間帯
	【出発】　　：　　　～　【解散】　　：　　　

	実施ルート(発着、経由)
	

	参加ターゲット層
	

	商品化後の想定（販売時期・価格、実施頻度など）
	


　

	３　各種要件
（１）活用する地域資源の内容
	





（２）地域の回遊性を向上させる内容
	①周辺地域の周遊を促す取組



②期待される地域への経済波及効果



③地域に定着し、集客に継続的に貢献するポテンシャルがあると言える理由






（３）外国人旅行者の誘客につながる取組内容
	①外国語での周知・広報



②外国人旅行者が楽しむことのできる受入体制





　

	４　共同実施者（申請者が民間事業者、その他の法人の場合は記入必須）
	概要情報
	名称
	

	
	業種
	

	
	所在地
	

	
	連絡先
	【担当者（部署/役職/氏名）】
【電話番号】
【メールアドレス】

	要件の確認
（該当に☑）
	共同実施者は前年度事業と同じですか？
□はい（同じ体制で実施）
□いいえ（→以下の事項も記入すること）
　【変更理由】
	



　【要件確認】
□実施地域の事情に精通し、地域との調整能力を有している団体である。
【そのようにいえる理由・実績等】
	




□申請者の実質的支配関係にある団体ではなく、対等な立場で協議ができる団体である。

	本事業における共同実施者の具体的な役割
	


　

	５　事業の目標（KPI）と、その効果測定方法【申請時にこのメモは削除してください】
本助成事業の達成目標（KPI）と、効果測定の方法を記入してください。
※記入例
[image: ]

	目標（KPI）
	効果測定の方法

	
	


　

	６　次年度以降の継続性及び採算確保のための具体的な方策


＊記入欄が足りない場合は、適宜追加して記入すること。
＊経費内訳等は別紙「事業費経費別明細」に記入すること。
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